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平成２８年労第９２号 

 

主  文 

労働基準監督署長が平成○年○月○日付けで請求人に対してした労働者災害補償

保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付及び葬祭料を支給しない旨の

処分は、これらをいずれも取り消す。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、主文同旨の

裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人の亡夫（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日、Ａ所在のＢ

会社（以下「会社」という。）に雇用され、塗装業務に従事していた。 

被災者は、平成○年○月○日、軽自動車を運転して塗装作業の現場に向かって

いたところ、体調不良となり、会社に引き返す途中、対向してきたバスと正面衝

突し、Ｃ病院に救急搬送されたが、同日、同病院において死亡が確認された。死

体検案書によると、直接死因「急性心筋梗塞」、死因の種類「病死及び自然死」

と記載されている。 

請求人は、被災者の死亡は業務上の事由によるものであるとして、労働基準監

督署長（以下「監督署長」という。）に遺族補償給付及び葬祭料の請求をしたと

ころ、監督署長は、被災者の死亡は業務上の事由によるものとは認められないと

して、これらを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、これらの処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審

査官」という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれ

を棄却したので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及ん

だものである。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 
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第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、被災者の死亡が業務上の事由によるものであると認められるか否

かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）被災者の疾病名及びその発症時期について、Ｄ医師は、平成○年○月○日付

け意見書において、被災者は、平成○年○月○日に「急性心筋梗塞」（以下「本

件疾病」という。）を発症し、心肺停止状態となった後に死亡した旨述べてい

る。当審査会としても、被災者の症状経過及び医学的見解等に照らし、Ｄ医師

の上記意見は妥当なものと判断する。 

（２）ところで、虚血性心疾患等に係る業務起因性の判断については、厚生労働省

労働基準局長が「脳血管疾患及び虚血性心疾患等（負傷に起因するものを除く。）

の認定基準について」（平成１３年１２月１２日付け基発第１０６３号。以下

「認定基準」という。）を策定しており、当審査会としてもその取扱いを妥当

なものと考えることから、以下、認定基準に基づき検討する。 

ア 被災者の労働時間について 

被災者の本件疾病発症前６か月間における労働時間について、審査官は、

決定書理由に説示のとおり認定している。 

同認定によれば、被災者の時間外労働時間は、当該期間において７０時間

を超える月が複数みられ、発症前４か月の平均でみると、１か月当たり７５

時間を超えていることが認められているところ、請求人は、前記被災者作業

明細書を提出し、被災者の終業時刻について実態を反映していない旨主張し

ている。 

この点、確かに、上記審査官の認定は、Ｅ親方の申述を踏まえ、被災者が

同人と共に作業を行っていた現場についてのみ被災者が時間外労働を行って
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いたとして時間外労働時間数を推計したものであるところ、本件における一

件記録に鑑みると、当該現場のみ時間外労働が行われていたと認める理由に

乏しく、むしろ他の現場においても所定の終業時刻後に一定程度の時間外労

働を行っていたとみることが相当である。そうすると、上記作業明細書は、

Ｆ社長が被災者の就労状況を精査した上で、被災者の終業時刻である帰社時

刻を修正し作成したものと判断することが妥当であり、帰社後における機材

等の片付け、積卸し等に要した時間をも考慮すれば、被災者は上記帰社時刻

を超えて更に時間外労働を行っていた可能性もうかがわれる。 

そこで、当審査会において、上記作業明細書を基に、被災者の労働時間を

改めて集計すると、発症前１か月間が２５１時間３０分、発症前２カ月間が

２５０時間３分、発症前３か月間が２２６時間４分、発症前４か月間が２４

３時間３分、発症前５か月間が２４２時間４分、発症前６か月間が２３８時

間４分となる。 

イ 異常な出来事への遭遇について 

本件疾病の発症直前から前日までの間において、被災者が業務上異常な出

来事に遭遇した事実は認められない。 

ウ 短期間の過重業務について 

被災者の本件疾病発症前１週間（平成○年○月○日から同月○日）の時間

外労働時間は３１時間であり、休日も同月○日に確保でできている。また、

一件記録を精査するも、当該期間においては、業務におけるその他心身への

特段の負荷要因も認められない。 

エ 長期間の過重業務について 

（ア）被災者の本件疾病発症前６か月間における労働時間は上記アのとおりで

あるところ、時間外労働時間についてみると、以下のとおり認められる。   

期間 時間外労働時間 平均時間外労働時間 

発症前１か月間 ８３時間００分  

発症前２か月間 ８０時間３６分 ８１時間４８分 

発症前３か月間 ４６時間３６分 ７０時間０４分 

発症前４か月間 １２６時間０２分 ８４時間０３分 
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発症前５か月間 ７１時間３６分 ８１時間３４分 

発症前６か月間 ５８時間０６分 ７７時間３９分 

（イ）認定基準によれば、発症前１か月間におおむね１００時間又は発症前２

か月間ないし６か月間にわたって、１か月当たりおおむね８０時間を超え

る時間外労働が認められる場合は、業務と発症との関連が強いと評価でき

るとされているところ、被災者には、上記のとおり、発症前２か月間、発

症前４か月間及び発症前５か月間において、それぞれ平均して１か月当た

り８１時間４８分、８４時間０３分、８１時間３４分の時間外労働が認め

られる。 

また、この間の被災者の状況をみると、通常の勤務終了後、更に数時間

後には別の現場において翌朝まで就労するなどの変則的な勤務が認められ

るほか、被災者の会社における立場を斟酌すると、相当程度以上の精神的

緊張があったものと考えられる。 

さらに、Ｆ社長の「（平成○年）○月から○月は、殆ど休みなく被災者

には働いてもらっていた。」旨の申述をも併せ勘案すると、被災者は、本

件疾病発症前６か月以前の期間においても、休日を十分に確保できるとは

言い難い環境下に置かれ、恒常的な長時間労働等過重な業務に従事してき

たものと推認される。 

（ウ）以上を総合すると、被災者には本件疾病発症前長期間にわたって業務に

よる特に過重な負荷が認められることから、被災者に発症した本件疾病と

業務との間には相当因果関係が認められるものと判断する。 

３ 以上のとおりであるから、被災者の死亡は、業務上の事由によるものと認めら

れ、したがって、監督署長が請求人に対してした遺族補償給付及び葬祭料を支給

しない旨の処分は失当であり、取消しを免れない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 


